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ゲームを競技として扱うｅスポーツは、近年世界各国で盛り上がりを見せており、国内

においても若い世代を中心に人気を集め、今後の成長分野として期待されています。民

間企業の調査によると、スポンサー料や放映権、チケット販売等のゲーム産業としての市

場規模は、2018(平成 30)年時点で推計約 48 億円、2022(令和４)年時点では推計約 125

億円に達し、2025(令和７)年には 215 億円を超えると推定されています。ｅスポーツプレイ

ヤーのみならず、日本におけるｅスポーツファン数も増加傾向にあり、2025(令和７)年には

１千万人を超えると推定されています。 

 

また、ｅスポーツは、年齢や性別・国籍・障害等の壁を超えて、誰もが参加することがで

きるため、他のスポーツであればコストのかかる会場設備などが必要なく、多くの人を低

いコストで集めることができます。 

そのため、ゲーム産業のみならず様々な周辺市場・産業領域への経済的効果が想定

されるほか、これを通じた様々な社会的意義も見込まれます。特に医療・福祉や地域活性

化、教育・国際交流に活用する動きが全国に広がっています。 

近年では、国民体育大会の文化プログラムとして採用され、全国健康福祉祭（ねんりん

ピック）においても、オリジナル種目として採用されるなど、社会的な認知は急速に高まっ

てきています。 

 

横浜市でも、2023(令和５)年に「ポケモンワールドチャンピオンシップス 2023」や「横浜ｅ

スポーツ大会 戦参～SENZAN～」といったｅスポーツ関連のイベントが行われ、大きな盛

り上がりを見せました。さらに、2025(令和７)年１月には、ｅスポーツ分野における国内唯

一のアワードである「日本ｅスポーツアワード」の横浜開催も予定されています。また、ｅス

ポーツがにぎわい創出のツールとして位置付けられている一方で、地域が抱える様々な

課題を解決する役割も期待されており、本市でも青葉区や保土ケ谷区で地域課題解決に

活用されています。 

 

世界的な動きをみると、2023(令和５)年６月には、国際オリンピック委員会（IOC）が主催

する初の対面でのｅスポーツ大会「オリンピックｅスポーツシリーズ」がシンガポールで開

催され、また、同年９月から中国・杭州で開催された「第 19回アジア競技大会」では、初め

てｅスポーツが正式競技に採用されました。さらに、オリンピック種目への採用を目指す議

論もなされるなど、ますます注目度が高まっています。 

 

本ジャーナルでは、世界的に注目されているｅスポーツにスポットを当て、国の動向や、

横浜市及び他都市における取組事例をご紹介します。 

ｅスポーツ 
～地方自治体のニーズに合わせた発展と取り組み～ 

 

 

特集 
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１ ｅスポーツとは 

ｅスポーツとは 

「エレクトロニック・スポーツ」の略で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポー

ツ全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技

として捉える際の名称です。 

ここでいう「ゲーム」とは、PC ゲーム、家庭用ゲーム、スマートフォンゲーム等の多様な媒

体によるものを含んでいます。様々なジャンルのゲームを用い、ルールの下で対戦し、勝敗を

競う「ｅスポーツ」は、世界各国で盛り上がりを見せており、近年、国内においても若い世代を

中心に人気を集め、今後の成長分野として期待されています。 

 

世界におけるｅスポーツの歴史 

ゲームを用いた競技は、1970 年代頃から米国等で開催されてきましたが、1990 年代末頃

以降にパソコンが一般家庭やインターネットカフェ等に普及し、パソコンを用いたｅスポーツが

興行として注目を集めるようになりました。欧米では、「CPL（Cyberathlete Professional 

League）」や「PGL（Professional Gamers League）」等のプロゲーマーリーグが登場し、成績上

位者に高額の賞金が授与されるようになりました。 

2000(平成 12)年には、韓国では韓国文化体育観光部の支援を受け、韓国ｅスポーツ協会

(KeSPA)が発足され、ｅスポーツの放送、イベントの開催といった包括的な事業に官民協同で

乗り出しました。また、同年開催した、大規模な世界大会「WCGC（World Cyber Games 

Challenge）」により、ｅスポーツの認知度が世界的に向上しました。 

同じく、ドイツではエレクトロニック・スポーツ・リーグ社(ESL)が設立され、オンラインリーグ

開催やメディア事業を開始しました。その他フランス、中国、イギリスといった国々でｅスポー

ツを興行として行う企業・団体が次々と設立されました。 

2023(令和５)年６月には、国際オリンピック委員会（IOC）が主催する初の対面でのｅスポー

ツ大会「オリンピックｅスポーツシリーズ」がシンガポールで開催され、また、同年９月から中

国・杭州で開催された「第 19回アジア競技大会」では、初めてｅスポーツが正式競技に採用さ

れました。さらに、国際オリンピック委員会が発行する「オリンピック・アジェンダ 2020+5」という

提言書において、新しい改革案としてｅスポーツの採択について、議論がなされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1   

２   

出典：公益財団法人日本オリンピック委員会「オリンピック・アジェンダ 2020+5」 

https://www.joc.or.jp/olympism/principles/agenda2020/ 

＜オリンピック・アジェンダ 2020+5 提言９＞ 

https://www.joc.or.jp/olympism/principles/agenda2020/
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世界のｅスポーツ市場規模は 2024(令和６)年に 16.2 億 USD、ｅスポーツ人口も 5.8 億人に

到達すると言われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本における近年の動向 

日本では、1991(平成３)年にアーケードに登場したカプコン社の「ストリートファイターⅡ」が

一大ブームを巻き起こし、各地のゲームセンターで競技大会が開催されるようになりました。

以降、「バーチャファイター」、「鉄拳」といった格闘ゲームがゲームセンターを中心にファンコミ

ュニティを形成し、日本におけるｅスポーツ産業の礎を築きました。 

一方、日本では 2000(平成 12)年以降も、海外のｅスポーツで主流となった PC ゲームより

家庭用ゲームやスマートフォンゲームのプレイヤーが多数を占めていたため、PC ゲームを用

いたｅスポーツ興行の盛り上がりには追従していませんでした。しかし、2010(平成 22)年以降

に格闘ゲームジャンルのコミュニティからプロ選手が次々に誕生し、プロ選手達が世界で開

催される大会で活躍することで、興行としてのｅスポーツへの注目が集まるようになりました。 

そして、2018(平成 30)年は日本の「ｅスポーツ元年」と呼ばれています。ｅスポーツの普及と

振興を目的とする「一般社団法人日本ｅスポーツ連合（JeSU）」が設立され、ｅスポーツプレイ

ヤーのライセンス制度を設けるなど環境面の整備を進めました。また、大型大会が多く開か

れ、スポンサーも集まり、プロスポーツ団体、メディア、イベント会社など多種多様な業種から

企業が次々と参入してきています。この盛り上がりは市場規模のデータにも表れており、

2017(平成 29)年に 3.7 億円だった市場規模が、2018(平成 30)年には約 13 倍の 48.3 億円に

まで成長しました。この年の新語流行語大賞トップテンに「ｅスポーツ」がノミネートされるなど、

一般的にも認知度が高まりました。  

３   

出典：経済産業省 

「2021(令和３)年度コンテンツ海外展開促進事業（Ｚ世代におけるｅスポーツ及びゲーム空間における広告価値の検証事業）」 

に関する報告書 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/contents/downloadfiles/report/esportskoukokukatireport2022.pdf 
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その後も 2019(令和元)年には、茨城県で開催された国民体育大会の文化プログラムとして、

国体史上初めて全国都道府県対抗ｅスポーツ選手権が開かれ、2024（令和６）年 10 月に鳥

取県で開催予定の「第 36 回全国健康福祉祭（ねんりんピック）」において、ｅスポーツが初の

正式種目として採用されるなど、社会的な認知は急速に高まってきています。 

民間企業の調査によると、スポンサー料や放映権、チケット販売等のゲーム産業としての

市場規模は、2022(令和４)年時点では推計約 125 億円に達し、2025(令和７)年には 215 億円

を超えると推定されています。 

また、ｅスポーツプレイヤーのみならず、日本におけるｅスポーツファン数（試合観戦・動画

視聴）も増加傾向にあり、2025年には１千万人を超えると推定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表１－１＞ 

図表１－１～１－２ 

出典：一般社団法人日本ｅスポーツ連合 

「2022 年の国内ｅスポーツ市場規模が 100 億円を突破『日本ｅスポーツ白書 2023』の内容を先行公開」 
https://jesu.or.jp/contents/news/news-231225/ 

＜図表１－２＞ 
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ｅスポーツの主なジャンル 

ｅスポーツとして競技されるゲームには、様々な種類がありますが、大きく以下のジャンル

に分別されます。 

 

ジャンル 概要 主なタイトル 

ＲＴＳ 「リアルタイムストラテジー」の略。リアルタイムに進行

する戦場で各チームが様々なキャラクターを操作し、

相手チームを打倒するゲームジャンル。 

「スタークラフト２」 

「クラッシュ・オブ・クラン」 

ＭＯＢＡ 「マルチプレイヤー オンラインバトル アリーナ」の略。

プレイヤーが２つのチームに分かれ、各プレイヤーが

キャラクターを操作し、敵チームの本拠地を破壊する

というルールを基本としたジャンルを指す。 

最も人気のあるジャンルの１つ。 

「League of Legends」 

「Dota 2」 

シューティング

（ＦＰＳ/ＴＰＳ） 

「First/Third Person Shooting」の略。 

１人称/３人称視点でキャラクターを操作し、銃器等の

アイテムを用いて敵対するキャラクターを打倒するジ

ャンルを指す。 

「フォートナイト」 

「Counter-Strike:Global Offensive」 

「Overwatch」 

「スプラトゥーン」 

DCCG 「デジタルコレクティブルカードゲーム」の略。トレーデ

ィングカードをデータ化し、アプリケーション内で集めた

カードを用いて対戦するジャンルを指す。 

「Hearthstone」 

「Shadowverse」 

格闘 キャラクターを操作して相手と“格闘”し、対戦相手を

打倒するゲームジャンルを指す。 

「ストリートファイター」

「鉄拳」 

「大乱闘スマッシュブラザーズ」 

スポーツ サッカーやバスケットボールなどのリアルスポーツ又

はモータースポーツをゲーム化したもの。 

「FIFA」 

「ウイニングイレブン」

「NBA ２K」 

「グランツーリスモ」 

パズル 絵柄をそろえたり、ブロックを組んだりする。主には「テ

トリス」に着想を得たもので、その後様々なバージョン

が開発されている。 

「ぷよぷよ」 

 

その他 

（モバイルゲ

ーム） 

スマートフォンの操作性に特化したゲームを指す。 「パズル＆ドラゴンズ」 

「モンスターストライク」 

 

 

 

４   
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社会的意義 

ｅスポーツは、年齢や性別・国籍・障害等の壁を超えて、誰もが参加することができます。ま

た、他のスポーツと比較するとコストのかかる会場設備などが必要ないため、多くの人を、低

いコストで集めることができます。 

そのため、ゲーム産業のみならず、様々な周辺市場・産業領域への経済的効果が想定さ

れるほか、これを通じた様々な社会的意義も見込まれています。特に、医療・福祉や地域活

性化、教育・国際交流に活用する動きが全国各地に広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国立国会図書館インターネット資料収集保存事業 

経済産業省「『ｅスポーツを活性化させるための方策に関する検討会』を開催します(2019(令和元)年８月 30 日)」 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11346359/www.meti.go.jp/press/2019/08/20190830001/20190830001.html 

５   

出典：経済産業省 

「2021(令和３)年度コンテンツ海外展開促進事業（Ｚ世代におけるｅスポーツ及びゲーム空間における広告価値の検証事業）」 

に関する報告書 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/contents/downloadfiles/report/esportskoukokukatireport2022.pdf 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11346359/www.meti.go.jp/press/2019/08/20190830001/20190830001.html
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ア 教育 

教育現場では、特に中学校や高等学校で、クラブ活動や部活動としてｅスポーツを導入

する取り組みが広がりを見せています。ｅスポーツを活用して次世代を担う若者の育成を

支援している北米教育ｅスポーツ連盟（NASEF）の日本支部である NASEF JAPAN では、

日本全国の学校に対してｅスポーツに関する情報ネットワークを提供する加盟校制度を実

施しており、2023(令和５)年 12月１日時点で、513校の学校が加盟しています。 

また、全国高校ｅスポーツ選手権や STAGE:0（全国高校対抗ｅスポーツ大会）など、高

校生を対象としたｅスポーツの全国大会がいくつも開催されています。 

さらには、プロｅスポーツプレイヤーの育成を主眼とするｅスポーツ専門学校の開校や

従来の専門学校でも、新たにｅスポーツ専門のコースを併設するなどの動きも、近年、盛

んになっており、世界の舞台で活躍する人材の育成も期待されています。 

 

イ 医療・福祉 

高齢者や障害者の方のリハビリテーションや社会参加のきっかけづくりとして、ｅスポ

ーツが活用され始めています。例えば、国立病院機構北海道医療センターでは、筋ジス

トロフィー患者等へのリハビリテーションにｅスポーツを導入しています。 

多くのゲームはモニターを眺め、コントローラーやマウス、キーボードを操作してプレイ

するため、必要となる身体運動が限定されており、性別、身体障害、加齢といった様々な

身体的な差異を乗り越え、あらゆるバックグラウンドを持ったプレイヤーが分け隔てなく

楽しむことができるバリアフリーでインタラクティブなエンターテイメントです。 

また、ゲームをプレイする端末（家庭用ゲーム機、PC、スマートフォン）がインターネット

に接続されていれば、あらゆるゲームをオンラインで誰かと一緒にプレイできるという特

性上、移動が困難になった高齢者や歩行に障害のある方でもプレイできます。 

さらには、専用の機器を使い、パソコンのマウスを視線で操作する「視線入力」の仕組

みを活用した、重度障害児のｅスポーツ大会が開催されるなど、障害の程度によらず、

誰もがｅスポーツを楽しむことができる環境が広まりつつあります。 

 

ウ 地域活性化・地方創生 

各地方自治体では、℮スポーツを通じた地域発信・地方創生などの観点からの取り組

みが広がっています。 

例えば、富山県では、地元企業などの協賛を取り付けたイベント「Toyama Gamers Day」

を開催し、賞品に地元の伝統産業品を活用するなど、県のＰＲも兼ねた取り組みを実施

しています。また、群馬県では、全国の自治体で唯一「℮スポーツ」と名のつく専門部署「℮

スポーツ・クリエイティブ推進課（当初は℮スポーツ・新コンテンツ創出課）」を 2020(令和２)

年に設置し、ｅスポーツの特性を活用した「地域創生（ひとづくり、まちづくり、しごとづく

り）」と「群馬のブランド力向上」に取り組んでいます。 

地域におけるイベントとの連動をはじめ、福祉や教育、観光誘客などのツールとして、

住民のニーズを的確に捉え、地域の事業者や住民と共に℮スポーツに取り組むことで、

それぞれの地域に最適なサービスの提供、そしてその先にある地域活性化につながる

ことが期待されています。 
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２ 国の動向 

総務省「ｅスポーツ産業に関する調査研究」報告書 

2018(平成 30)年、総務省は、国内におけるｅスポーツの認知・普及を進めることを目的に、

国内外のｅスポーツの現状及び未来への提言をまとめた報告書を発行しました。 

報告書の第５章から第７章にかけて、「ｅスポーツを用いた地域活性化プログラムの検討」、

「ｅスポーツコンテンツを通じた教育プログラムの検討」、「高齢者・障害者向けの生きがい活

動への適用検討」という３つの観点で、各分野における提言をまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未来投資戦略 2018 

― 「Society 5.0」 「データ駆動型社会」への変革 ― 

2018(平成 30)年６月 15 日に閣議決定された、政府のいわゆる「骨太の方針」にあたる、未

来投資戦略 2018 の中で、クールジャパンの一環として「ｅスポーツ」の文字が明記されました。 

当時ｅスポーツは社会的な認知度や政府の評価が低かった中、「骨太の方針」に明記され

たことで、政府内での位置付けも格段に高くなり、社会的な評価も急速に上昇していきました。 

 

 

 

 

1   

「ｅスポーツ産業に関する調査研究」報告書（抜粋） 
 

＜第５章から第７章における提言項目＞ 

第５章 ｅスポーツを用いた地域活性化プログラムの検討 

・地域に根ざしたチームづくり 

・イベント招致 

第６章 ｅスポーツコンテンツを通じた教育プログラムの検討 

・プログラミング教育への活用 

・コミュニケーション教育への活用 

第７章 高齢者・障害者向けの生きがい活動への適用検討 

・ロールモデルの作成 

・アクティビティプログラムの作成 

1   

２   

未来投資戦略2018（抜粋） 
 
［３］海外の成長市場の取り込み 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅲ）日本の魅力を活かす施策 

② クールジャパン 

・新たな成長領域として注目される e-スポーツについて、健全な発展のための適切な

環境整備に取り組む。 

出典：国立国会図書館インターネット資料収集保存事業 

総務省「eスポーツ産業に関する調査研究」報告書 2018(平成 30)年３月総務省情報流通行政局情報流通振興課 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11349978/www.soumu.go.jp/main_content/000551535.pdf 

出典：首相官邸「これまでの成長戦略について」 

未来投資戦略 2018─ 「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革─ 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html#tousi2018 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11349978/www.soumu.go.jp/main_content/000551535.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html#tousi2018


   

9 
 

内閣府「知的財産推進計画」 

2018(平成 30)年３月 19 日、内閣府知的財産戦略推進事務局が開催した「知的財産戦略

本部検証・評価・企画委員会コンテンツ分野会合（第４回）」の中で、国内外のｅスポーツ市場

における展望が紹介され、同年６月 12 日に閣議決定された「知的財産推進計画 2018」の中

で、政府としてｅスポーツに取り組んでいく必要性について明記されました。 

2022(令和４)年６月３日に閣議決定された「知的財産推進計画 2022」では、「ｅスポーツ産

業の健全な発展のため、関連する制度・政策分野における位置づけに関して関係府省にお

いて検討を進めるなど、必要な環境整備を図る」と記載されています。 

また、2023(令和５)年６月９日に閣議決定された、「知的財産推進計画 2023」では、「e-

sports 分野における企業の参入を促進するため、e-sports における広告価値の検証事業を

実施し、その結果の周知・徹底を図る」と記載されています。 

 

 

 

 

 

ｅスポーツを活性化させるための方策に関する検討会 

日本のｅスポーツの発展に向けて 

～更なる市場成長、社会的意義の観点から～ 

ｅスポーツを活性化させるための方策に関する検討会は、経済産業省委託事業「令和元年

度新コンテンツ創造環境整備事業（ｅスポーツに係る市場規模等調査分析事業）」により開催

されました。 

本検討会は主に、①周辺市場・産業への経済効果を含めた国内のｅスポーツの市場規模

の試算、海外主要国のｅスポーツの発展の経緯等に関する調査・分析を行うこと、②ｅスポー

ツの社会的意義について国内の各種取組の現状、課題、今後の展望等を踏まえ整理・検討

を行い、一定の示唆を得ることの二点に取り組み、ｅスポーツの健全な発展に資することを目

的としました。 

本検討会は、ｅスポーツに詳しい有識者、今後ｅスポーツの発展に伴って効果の波及が想

定される産業領域の企業・団体等から委嘱された 16 名の委員で構成されています。2019(令

和元)年９月から計五回にわたり、ｅスポーツを活性化させるための方策について議論しまし

た。「一般社団法人日本ｅスポーツ連合(JeSU)」が事務局として会議を運営し、報告書を取り

まとめました。  

３   

４   

出典：内閣府 知的財産推進計画 2023 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku_kouteihyo2023.pdf 
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〈報告書の概要〉 

ア 国内ｅスポーツの長期市場規模目標 

検討会での討議の結果、直接市場（大会、チーム運営等による収入（スポンサー・広告、

放送・配信権、グッズ・チケット、著作権許諾等）の長期目標は、2025(令和７)年に 600 億円

から 700 億円としました。更に、この目標に留まらず、2025(令和７)年以降も市場規模を拡

大させる余地があることを確認しました。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

また、エコシステム領域（イベント興行を中心としたビジネス（観戦、視聴、機器購入、

建設事業、イベント開催等））における経済活動、波及領域（イベントの集客力等を活用し

たビジネス（飲食サービス、小売、情報通信等））へ及ぼす経済効果を含めた全体の長

期目標は、2025(令和７)年に 2,850億円から 3,250億円としました。  

図表２－１～２－２ 

出典：一般社団法人日本ｅスポーツ連合オフィシャルサイト「ｅスポーツを活性化させるための方策に関する検討会」報告書 

日本のｅスポーツの発展に向けて ～更なる市場成長、社会的意義の観点から～ 

https://jesu.or.jp/discussion/ 

＜図表２－１＞日本における直接市場の予測と長期目標 

＜図表２－２＞日本における波及領域を含めた市場の予測と長期目標 

https://jesu.or.jp/discussion/
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イ 「長期的な市場成長に向けた提言」及び「社会的意義実現に向けた提言」 

検討会での討議の結果、「長期的な日本のｅスポーツ市場の成長に向けた提言」のまと

めに加え、スポーツ庁が「第２期スポーツ基本計画」で定義する「スポーツの価値」をフレー

ムとして「社会的意義の実現に向けた提言」をまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）第２期スポーツ基本計画 中長期的なスポーツ政策の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜図表２－４＞社会的意義実現に向けた提言 

＜図表２－３＞長期的な日本のｅスポーツ市場の成長に向けた提言 

図表２－３～２－４ 

出典：一般社団法人日本ｅスポーツ連合オフィシャルサイト「ｅスポーツを活性化させるための方策に関する検討会」報告書概要 

日本のｅスポーツの発展に向けて ～更なる市場成長、社会的意義の観点から～ 

https://jesu.or.jp/discussion/ 

https://jesu.or.jp/discussion/
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ウ 今後の検討事項・未来に向けたメッセージ 

検討会での討議の結果、今後も検討していく事項及び未来に向けたメッセージが以下の

ように整理されました。 

 

（１） ゲームタイトル（IP：intellectual property）利用・許諾に関するガイドラインの必要性 

日本におけるｅスポーツの市場規模が目標通りに拡大したならば、大会の規模は大きく

なり、開催頻度も増え、観戦に来るファンやネット視聴者も右肩上がりとなり、また、スポン

サーが増えていくという好循環となる。大会をより開催しやすくし、こうしたサイクルを実現

するためにも、IP 利用・許諾に関するガイドラインの必要性を継続して検討する必要がある。 

 

（２） 共生社会や地方創生の実現に向けたｅスポーツ情報を発信する拠点の整備 

ｅスポーツを通じた共生社会や地方創生の実現に向けて、日本各地で先進的な取り組

みが行われているにもかかわらず、それを知ることができていない現状を解決していく必要

がある。 

 

（３） ｅスポーツの持つ教育的価値の探索とそれを支えるエビデンスの取得 

教育現場にｅスポーツを導入するためには、教育的価値の探索とそれを支えるエビデン

スの取得を進める必要がある。 

・ｅスポーツの授業への採用、部活動の促進 

・ｅスポーツが持つゲーミフィケーション※の既存授業における活用 

・スポーツプレーヤーをはじめとするｅスポーツ人材の育成 

  

出典：スポーツ庁「第２期スポーツ基本計画」 

https://www.mext.go.jp/sports/content/1383656_002.pdf 

「第２期スポーツ基本計画」で定義する「スポーツの価値」 

※ゲーミフィケーション 

ゲームの要素を他の領域のサービスに適用することで、利用者の動機づけを高めるマーケティング手法。

ポイントやスコアやアイテムの獲得で利用者同士の競争意識を高めたりする手法を指す。 

https://www.mext.go.jp/sports/content/1383656_002.pdf
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経済産業省「2021(令和３)年度コンテンツ海外展開促進事業」 

（Ｚ世代におけるｅスポーツ及びゲーム空間における広告価値の検証事業） 

経済産業省は、Ｚ世代におけるｅスポーツやゲーム空間に向けられる消費活動とその広告

価値について、Ｚ世代のニーズ及びＺ世代に対して適切なコミュニケーションツールの分析、 

ｅスポーツを初めとするゲームに向けられる消費活動とその広告提供を絡めた場合のポテン

シャル分析、ｅスポーツにおけるスポンサー露出のケーススタディ調査分析及び各企業への

ヒアリング調査を行いました。 

その検証結果を受けて、ｅスポーツやゲーム分野の関連スポンサー事業者や有識者によ

る検討会において、今後のｅスポーツ市場発展への提言を検討し、報告書としてとりまとめ、

公表しました。 

本調査結果を踏まえ、民間事業者等がｅスポーツ分野に参画するに当たっての動機付け

を通じ、「ｅスポーツ×経済の好循環」を発展させていくことを目指していくとされました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5   

〈調査結果概要〉 

・他のコンテンツに比べても、ゲーム・ｅスポーツに対するＺ世代のエンゲージメントが高い。 

・ｅスポーツへのスポンサーはスポンサーが活用できる権利が多く、単方向型・会話型の 

マーケティング手法を併用しながら、Ｚ世代の購買行動を態度変容させる施策を一貫して 

実施可能。 

・Ｚ世代を対象としたｅスポーツへの広告出稿は、商品などの認知向上だけでなく、Ｚ世代を 

通じた二次的宣伝効果もあることが判明。 

・ユーザー体験に組み込まれた広告の展開、長期的にコミュニティとの繋がりを持つこと、 

自身が好きなコンテンツに対する信頼を活用、選手を応援したいというファンの気持ちの中 

に広告を展開することがポイントとなる。 
 

〈検討会が整理した課題〉 

①ｅスポーツ・インゲーム広告市場の発展に向けた課題 

②ｅスポーツの新しい収益源の創出（NFTを活用したBCゲーム） 

③選手の経済的地位の向上 

出典：経済産業省「2021(令和３)年度コンテンツ海外展開促進事業（Ｚ世代におけるｅスポーツ及びゲーム空間における 

広告価値の検証事業）」に関する報告書 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/contents/downloadfiles/report/esportskoukokukatireport2022.pdf 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/contents/downloadfiles/report/esportskoukokukatireport2022.pdf
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コラム オンラインゲーム・ｅスポーツ議員連盟 

 

■設立趣旨： 

クールジャパン戦略の骨格をなすオンラインゲーム・ｅスポーツ業界の可能性を伸ば

し、クールジャパンコンテンツを世界に展開していくことで、日本のプレゼンスの向上と経

済の活性化を推進していくことを目的として 2015(平成 27)年に超党派議員で設立されま

した。 

設立当初は「オンラインゲーム議員連盟」という名称でしたが、ｅスポーツ人気が高ま

る中、東京オリンピック・パラリンピックに関連した競技にｅスポーツを加えることを目指し

て、2017(平成 29)年に議連の名称にｅスポーツを加え、「オンラインゲーム・ｅスポーツ議

員連盟」に改称しました。 

プロｅスポーツ選手へのアスリートビザ発給に貢献し、競技大会での賞金が景品表示

法に抵触しないスキームや選手の練習場が風営法に抵触しないスキームを明確にする

など、様々な問題に対して行政側と事業者側の調整を図ってきており、日本におけるｅ

スポーツの健全な発展に向けて取り組んでいます。 

 

■会長：下村 博文（衆議院議員） 

 

■所属議員数：79人  

※オンラインゲーム・ｅスポーツ議員連盟のウェブサイト掲載の名簿から 

出典：「オンラインゲーム・ｅスポーツ議員連盟」 

https://www.onlinegame-esports-giren.jp/ 

https://www.onlinegame-esports-giren.jp/
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３ 横浜市の取組 
本市では、2023(令和５)年に「ポケモンワールドチャンピオンシップス 2023」や「横浜ｅスポ

ーツ大会 戦参～SENZAN～」（後述「コラム」にて掲載）といったｅスポーツ関連のイベントが

行われ、大きな盛り上がりを見せました。多くの人々が横浜を訪れたことにより、まちににぎ

わいが生まれ、観光促進のための新たなコンテンツとして、注目を集めました。また、ｅスポー

ツは性別や年齢、障害の有無を問わず、多様な人々が一緒になって取り組めるコンテンツで

もあります。人と人との交流をもたらすツールとして、多くの可能性を秘めるｅスポーツは、横

浜市においても活用され始めています。 

本章では、横浜市におけるｅスポーツを活用したにぎわい創出の取り組みや、地域におけ

るｅスポーツを活用した取組事例を紹介していきます。 

横浜市とｅスポーツのかかわり 

2023(令和５)年度、にぎわいスポーツ文化局が創設され、にぎわい創出戦略課でｅスポー

ツを所管することとなりました。 

ｅスポーツは世界的に注目を集めており、市場やファン数が急速に成長しています。この機

運の高まりを、まちのにぎわい創出に繋げるため、2023(令和５)年度は、横浜で活動するプロ

ｅスポーツチームとの連携や、大規模大会の開催支援等を行いました。さらに、市内でｅスポ

ーツ人材育成を行う教育機関等と一緒に親子ｅスポーツ体験会を実施し、ｅスポーツの理解

促進に取り組みました。 

2024(令和６)年度は、多くの来街者が見込まれる大規模ｅスポーツイベントの誘致や開催

支援を通じ、来街者をまちに回遊させ、経済活性化につなげる「大規模eスポーツイベントへ

の取組」を行うと同時に、eスポーツの体験機会の創出やeスポーツを活用した地域課題の解

決を支援する「地域のeスポーツ活動を支援する取組」の２本を柱に、取り組みを加速させて

いきます。 

2024(令和６)年度事業概要から見るｅスポーツ 

にぎわいスポーツ文化局の「2024（令和６）年度事業概要」によると、主要事業の「戦略的

にぎわい創出事業」の柱の一つとして、「ｅスポーツを活用したにぎわい創出」が掲げられてい

ます。 

にぎわいスポーツ文化局では、大規模なｅスポーツイベントの開催支援を通じて、横浜にさ

らなるにぎわいをもたらすことを目指しており、横浜のにぎわいづくりにおいて、ｅスポーツが

重要な位置付けにあると言えます。 

 

 

 

  

2   

1   

出典：横浜市「2024(令和６)年度にぎわいスポーツ文化局 運営方針・事業概要」 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/org/bunko/unei/r06unei.html 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/org/bunko/unei/r06unei.html
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「日本ｅスポーツアワード」横浜誘致・開催 

2025(令和７)年１月 15 日、ｅスポーツ分野における国内唯一のアワードである「日本ｅスポ

ーツアワード」※が横浜市(会場：パシフィコ横浜 国立大ホール)で開催されます。本アワード

は、日本ｅスポーツ連合（JeSU）と横浜市による共同開催となります。 

ｅスポーツ界の注目が横浜に集まるこの機会をとらえ、ｅスポーツの魅力を知っていただく

様々な取り組みが予定されています。 

 

＜実施予定の取り組み＞ 

ア 1,000人の横浜市民招待 

輝かしい活躍をされたｅスポーツ選手や、ゲームクリエイター、キャスター等、各分野の 

トップランナーの皆様を間近に見ることができる機会を提供します。 

イ シティドレッシング 

アワード開催の機運を醸成し、世界中からお越しになるファンの皆様を歓迎し、街をフラ

ッグなどで装飾します。ｅスポーツアワード開催の祝祭感を演出することで、ノミネートされ

た皆様をお祝いします。 

ウ ｅスポーツ体験会等の開催 

ｅスポーツが観光や福祉など、幅広い分野に活用できる可能性を持つことを市民の皆様

に実感いただけるよう、アワードの開催を契機に、ｅスポーツの理解促進につながる体験会

を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３   

※「日本ｅスポーツアワード」 

プロｅスポーツ選手やプロｅスポーツチームなどのプレイヤーのみならず、ｅスポーツ界を支える企業・個人も対

象に、地方創生、社会貢献など多岐にわたる分野において、ｅスポーツの発展に卓越した功績を讃える国内唯一

のアワード。 

出典：横浜市「「日本ｅスポーツアワード」横浜誘致・開催が決定しました」 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2024/20240807award.html 

出典：「日本 eスポーツアワード」 

https://esportsawards.jp/ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2024/20240807award.html
https://esportsawards.jp/


   

17 
 

地域におけるｅスポーツ活用事例 

ｅスポーツがにぎわい創出のツールとして位置付けられている一方で、地域が抱える様々

な課題を解決する役割も期待されています。ここでは、本市において、ｅスポーツを活用し、地

域の課題解決に向けて取り組む事例について紹介します。 

 

（１） 青葉区「高齢者の社会参加促進に向けたｅスポーツ体験会」 

ア 事業の背景・目的 

高齢者が住み慣れた地域で、生きがいのある人生を送るためには、人と人とがつなが

り・支え合う地域づくりが欠かせません。そのための地域活動・社会参加の機会の一つで

ある、高齢者の「通いの場」の創出も重要です。「横浜市中期計画 2022～2025」でも、高齢

者の「通いの場」への参加率向上を目標として掲げており、この目標の達成のため、行政と

して様々な場の創出に取り組んでいます。 

こうした中で、横浜市では「通いの場」への参加者の固定化や、男性の参加率の低さが

課題となっており、これらの課題の解決に向け、青葉区高齢・障害支援課では「ｅスポーツ

体験会」をモデル事業として実施し、高齢者の社会参加を促進していくためのツールとして、

ｅスポーツの有効性を検討していくことになりました。 

 

イ 事業実施までの経緯 

青葉区における高齢者を取り巻く環境として、市内の高齢者増加率が一番高く、今後、

急激に高齢者が増加する可能性があることや、男性の「通いの場」へ参加率が低いことな

どの課題が挙げられています。 

一方で、青葉区の強みとして、グループ活動への参加意向がある人の割合が高いこと、

また、インターネット・SNSを毎日利用する高齢者が多いといった特性があります。 

これらの課題や特性を踏まえ、青葉区高齢・障害支援課では、「年齢、性別、身心の状

況にかかわらず、幅広い世代で楽しめるプログラムを取り入れた通いの場」の創出や、「多

様な人材が集まり、それぞれの個性や能力を活かしながら、誰もが活躍できる地域」の実

現に向け、ｅスポーツの活用が検討され、本事業の実施に至りました。 

  

４   
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【モデル事業①】「区役所でのｅスポーツ体験会及びヒアリング」 

≪目的≫ 

・高齢者のｅスポーツに対する評価及び地域での実施可能性の確認 

・地域でｅスポーツを活用した事業を展開する場合の課題の確認 

≪内容≫ 

・ｅスポーツに関する説明とｅスポーツ体験（約 60分） 

・アンケート記入及びインタビュー 

≪参加者≫ 

・２日間で延べ 29人が参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪インタビュー結果の一例≫ 

・「みんなで応援することにより得られる一体感やワクワク感がとても良かった」、「若返 

る！」など、ｅスポーツに対して肯定的な意見が見られた。 

・「虚弱な人や障がいがある人、子どもとも一緒にできる」といった、「多様な人たちをつな 

ぐ活動」という気付きを得た人も見られた。 

・「高齢者にとってｅスポーツは敷居が高い」、「敷居が低くなるような工夫や環境整備が 

必要」とのハードルの高さを指摘する意見もあった。 

・自治会・町内会でのゲーム機購入のための予算確保については「役員・会員の合意が 

得られれば」、「ゲーム機の確保は行政で」といった声があがった。  

＜区役所でのｅスポーツ体験会の様子＞ 

＜図表３－１＞アンケート結果 
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【モデル事業②】「地域でのｅスポーツ体験会」の実施 

≪概要≫ 

・区役所でのｅスポーツ体験会の参加団体のうち、希望する団体が活動の一環として 

ｅスポーツを実施 

・その他、同体験会に参加していない団体や場所にてｅスポーツを試験的に実施 

≪参加者≫ 

・区内 13か所で実施し、延べ 200人が参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪インタビュー結果の一例≫ 

・「皆で楽しめ、誰でもでき、ハラハラドキドキできる」、「一体感を味わえる」という肯定的な 

意見。 

・一方で「継続してできるのか、飽きてしまうのではないか」、「どのくらいの人が参加する 

のか」といた不安の声もあがった。 

・ゲーム機の費用負担の面では、「行政による半額負担」を希望する声、「高価だと思う」、 

「当初は貸し出し品を使い、状況を見て購入に移行したい」という声もあった。慎重的な 

意見が多く見受けられるが、反対の声は少ない。 

  

＜地域でのｅスポーツ体験会の様子＞ 

＜図表３－２＞アンケート結果 
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ウ モデル事業を踏まえた今後の動向 

モデル事業を受けて、①高齢者にｅスポーツへの関心を持ってもらうこと（普及啓発）、②

「通いの場」に参加し、ｅスポーツを継続して行ってもらうこと、③多様な人材がつながり、誰

もが活躍できる地域（継続支援）を目指すという事業の方向性を定めました。 

青葉区では「高齢者向けｅスポーツ活動の魅力や効果を伝えることを目的に、地域での

体験機会の拡充及び広報活動を展開」することを 2024(令和６)年度の主要事業として掲げ

ており、今後のｅスポーツがどのような役割を果たしていくのか、注目が集まっています。 

 

 

 

 

（２） 保土ケ谷区「ｅスポ GOMI in HODOGAYA」 

「ｅスポ GOMI」とは、あらかじめ定められたエリアで制限時間内にチームでごみを拾い、ご

みの量と種類でポイントを競い合うスポーツごみ拾いに、子どもから大人まで幅広い世代が

取り組めるｅスポーツをかけ合わせた新しい形のごみ拾い活動です。 

保土ケ谷区において、家事・育児等に忙しく運動不足と感じている人が多い 30～40代の

働き世代・子育て世代を対象に、「ｅスポ GOMI」に親子で参加し楽しみながら体を動かし運動

習慣につなげることを目的に実施しました。 

2022(令和４)年度に１回、2023(令和５)年度に２回、計３回実施され、延べ約 90名の方が

参加されました。 

  

図表３－１～３－２ 

出典：横浜市青葉区「高齢者の社会参加促進に向けた eスポーツの活用」 

https://www.city.yokohama.lg.jp/aoba/kenko-iryo-fukushi/fukushi_kaigo/koreisha_kaigo/kaigo-yobou/esports.html 

https://www.city.yokohama.lg.jp/aoba/kenko-iryo-fukushi/fukushi_kaigo/koreisha_kaigo/kaigo-yobou/esports.html
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【イベント内容】 

≪ルール≫ 

定められたエリアで制限時間内にチームでごみを拾い、ごみの種類と量でポイントを競

います。当日は、チーム戦で前半戦・後半戦に分けてエリア内のごみを拾い１番多くポイン

トを獲得したチームが勝利となります。参加者は事前に「よこはまウォーキングポイント」ア

プリをダウンロードし、エリア内に設けられたチェックポイントでボーナスポイントを獲得でき

ます。 

また、ごみ拾いの間に実施される「ｅスポーツ大会（『ぷよぷよ』ｅスポーツ）」で成績上位

のチームは、ごみ拾いの後半戦が有利になるアイテム※がゲットできます。 

 

 

 

≪参加者≫ 

・30～50代の働き世代・子育て世代とそのお子さま（小学生以上） 

・イベント１回あたりの募集定員は 36名 

・３回目のイベント時には、定員を上回る人数からの応募 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪参加者からの声≫ 

・参加者にアンケートを実施し、イベントに対する満足度を調査したところ、30名中 29名 

から「満足」との回答を得た。 

・「どうしてここにごみが多く落ちているのかを体感しながら取り組め、環境教育としても 

参加して良かった」、「きれいにしようと思った」といった美化意識が向上した意見があ 

がった。 

・「いい運動になった」、「親子で健康的に過ごすことができた」といった運動不足解消を 

実感する声も聞かれた。 

 

  

出典：横浜市保土ケ谷区「【開催終了】ｅスポ GOMI in HODOGAYA（2024(令和６)年２月 12日）」

https://www.city.yokohama.lg.jp/hodogaya/kurashi/kenko_iryo/kenkozukuri/exercise/t20231122154526704.html 

※アイテム例・・・ごみ拾いエリア(地域)に詳しい人（保健活動推進員）、トング など 

＜「ｅスポ GOMI in HODOGAYA」当日の様子＞ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/hodogaya/kurashi/kenko_iryo/kenkozukuri/exercise/t20231122154526704.html
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 コラム 横浜でのｅスポーツ関連イベント 

 

（１） 「横浜ｅスポーツ大会 戦参～SENZAN～」＠市役所アトリウム 

2023(令和５)年８月に市役所アトリウムにて、横浜で初の大規模ｅスポーツ大会が、３日間

に渡り開催されました。小中学生の部、企業・学校対抗戦、一般の部の３部門に分かれ、延

べ約 1,000 人が会場を訪れ、熱い戦いが繰り広げられました。さらに、大会の模様は配信さ

れ、延べ約 12,000回再生されるなど、発信力の高いイベントとなりました。 

大会は、著名な大規模ｅスポーツイベントを運営するテクニカルチームによる本格的なもの

で、子どもから大人まで、様々な世代の方が参加し、アトリウムの大画面に映し出されるレベ

ルの高い対戦は、プロｅスポーツキャスターの実況・解説もあり、大いに盛り上がりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年に引き続き、2024(令和６)年８月末から３日間、「戦参～SENZAN～2024」が開催され、

多くの来場者で盛り上がりを見せました。また、会場内の「ｅスポーツコーナー」では、パネル

展示だけでなく、幅広い年齢層の方々にｅスポーツを身近に感じてもらうため、自由にプレイ

できる大型ゲーム機を設置し、ｅスポーツの裾野を広げる取り組みも実施しました。 

 

 

 

 

  

出典：横浜ｅスポーツ大会 戦参～SENZAN～ 

https://senzan.jp/ 

＜大会会場の様子(2023年８月撮影)＞ 

＜パネル展示の様子(2024年８月撮影)＞ ＜体験スペースの様子(2024年８月撮影)＞ 

https://senzan.jp/
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 （２） 親子ｅスポーツ体験会（「ｅスポーツ高等学院」と「にぎわいスポーツ文化局」の共催） 

本市には、プロｅスポーツ選手やプログラマー、ｅスポーツ実況者など将来のｅスポーツ人

材の育成を行うスクールが設立されています。 

2023(令和５)年 11 月、「ｅスポーツ高等学院」と「にぎわいスポーツ文化局」が共催となり、

市内の親子に向け、ｅスポーツについての理解促進を目的とした「親子ｅスポーツ体験会」を

実施しました。市内の中学生とその保護者 10 組が参加し、ｅスポーツの体験やｅスポーツを

取り巻く現在の社会状況、ｅスポーツへの向き合い方などについて、現役のｅスポーツ選手の

体験談などを交えてお話を聞く機会を提供しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「親子ｅスポーツ教室」当日の様子＞ 

出典：ｅスポーツ高等学院「横浜市にぎわいスポーツ文化局 共催 親子でｅスポーツ体験会 開催」 

https://esports-hs.com/report/report1910/ 

https://esports-hs.com/report/report1910/
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神奈川県横須賀市「Yokosuka e-Sports Project」 

横須賀市は、「住民福祉を増進すること」という地方自治体としての最大の目的を達成する

ため、課題解決の手段の一つとして、アニメなどのコンテンツコラボや、ｅスポーツを活用して

います。 

本項では、2019(令和元)年 12 月から実施しているｅスポーツを活用した地域コミュニティの

活性化や新たな文化の定着を目的としたプロジェクトである「Yokosuka e-Sports Project」を

中心に紹介します。 

 

（１） ｅスポーツ事業実施までの背景 

横須賀市では、2017(平成 29)年に「観光業」を主要産業に押し上げるべく、「観光立市推進

アクションプラン」（後述「コラム」にて掲載）を策定しました。本プランでは、「スポーツ・音楽・エ

ンターテイメント」を活用して、横須賀市の新たな魅力を創造、発信するという方針が定められ

ており、策定時に明記はされていないものの、「ｅスポーツ」も手段の一つとして捉えられてい

ます。 

また、プラン策定以前から、アニメ・漫画・ゲーム・雑誌とのコラボレーションを年間二件ほ

どの頻度で実施し、著作権を扱うイベントのノウハウの蓄積や関係者との繋がりを形作ってき

たこともあり、関連企業や地元事業者、市民などと連携した「ｅスポーツ事業」を展開する下地

が整っていました。 

  

４ 他都市の取組事例 

１ 

出典：神奈川県横須賀市「Yokosuka e-Sports Project」 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/sports/erectronic/001.html 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/sports/erectronic/001.html


 

25 
 

（２） ｅスポーツの可能性について 

横須賀市では、ｅスポーツの持つ可能性について六つの特色に分類しています。 

 

○街のポテンシャルを高める 

イベントの実施により、都市の認知度を高めることができる 

 

○子どもの可能性の拡大 

STEAM※教育へつながる 

(例)プロの選手になるだけが将来の道ではなく、eスポーツ分野の企業やイベント会社、 

ストリーマー、ゲーム開発などの可能性を広げる 

 

 

 

 

 

○誰でも取り組める分野 

年齢、性別、障害、言語、体力など関係なく誰でも取り組める、フラットな競技であり、社会

的な課題を解決する可能性を秘めている 

(例)高齢者施設で eスポーツを取り入れることで、若い世代との交流を図る機会を創出 

⇒公共性の高い事業を行う自治体の立場から考えると、バリアフリーであるｅスポーツの

特性は新たな価値を有するといえる。 

 

○場所を選ばない 

誰でも取り組め、場所を選ばない 

(例)オンライン上で繋がることで、国境を越えた対戦や大会規模に関係なく全国から参加

者を集めることが可能 

⇒地理的な課題も解消できるため、地方都市でもチャンスが広がる。 

 

○話題性 

新しい分野であるため、話題性を作りやすい 

(例)「横須賀市であれば話を聞いてくれるかも」と、様々な企業との事業に結びつく可能性 

 

○将来性 

新しい分野であるため、日々、新たなコンテンツが生まれている 

  

※ STEAM・・・Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Arts（人文社会・芸術・デザイン）、

Mathematics（数学）の頭文字を取った言葉。AI と第四次産業革命の世紀に価値を生み出す力

を養うために、学びを「より学際的で、創造的社会的な学び」へとシフトさせていく考え方。 

https://www.steam-library.go.jp/about 

https://www.steam-library.go.jp/about
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（３） Yokosuka e-Sports Project 

ｅスポーツを活用した地域コミュニティの活性化や新たな文化の定着を目的としたプロジェ

クトである「Yokosuka e-Sports Project」を、さまざまな企業等と連携して 2019(令和元)年 12

月から実施しています。本プロジェクトでは、ｅスポーツの「普及」、「文化の定着」、「ビジネス

の発展」を目指した様々な事業を展開しています。 

 

ア ｅスポーツ普及事業 

●オンラインセミナーの開催 

・事業者向け、一般向けに対し、世界のｅスポーツのトレンドなど正しい知識を獲得する 

ためのセミナーを開催。 

・市内外の自治体や eスポーツ関係者、民間企業など約 60名が参加し、地元企業が 

ｅスポーツ業界に参入するきっかけ作りとして開催。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ICT施設設立支援（スカピア） 

・NTTグループによる保育・学び・ワーク・コミュニティの複合施設「スカピア」を開設し、 

地域の ICT人材の育成、生活利便性の向上を目指したユニークな取り組み。 

・次世代の ICT教育施設。学童保育、子どもから大人まで学べる習いごと教室、コミュ 

ニティイベントの開催まで、横須賀市民が楽しく交流できる憩いの場を目指して設置。 

  

出典：NTT東日本「ＮＴＴ東日本グループが次世代型・ICT施設「スカピア」を横須賀にオープンします 

～オープニングセレモニーを本日開催！ 4月 1日から運用開始！～」 

https://www.ntt-east.co.jp/kanagawa/information/detail/20220331_001.html 

出典：横須賀市観光情報「Yokosuka e-Sports Project オンラインセミナー開催！～eスポーツ×教育・ビジネス～」 

https://www.cocoyoko.net/event/2021e-sports.html 

https://www.ntt-east.co.jp/kanagawa/information/detail/20220331_001.html
https://www.cocoyoko.net/event/2021e-sports.html
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イ ｅスポーツ文化の定着事業 

民間企業の協力により、横須賀市内の高校(14校)を対象とした、ゲーミングＰＣ、モニター

及び周辺機器の３年間無償貸与が 2019(令和元)年度から実施されています。事業開始以降、

学校側から寄せられた、「ネットワーク回線はどうするのか、ゲーム購入費はどうなるのか、

指導者がいないが運用が可能か」などの疑問を解消するため、追加の支援策を実施するな

ど現場の声を取り入れた運用がされています。 

 

●高校ｅスポーツ部の設立・教育支援（ゲーミングＰＣの無償貸与） 

・民間企業の協力により、横須賀市内の高校(14校)に対し、物品配付希望のあった高校 

へ最大５台ずつ、ゲーミングＰＣ、モニター及び周辺機器を３年間無償貸与。 

・2021(令和３)年度、企業からの貸与物品は全て横須賀市に寄贈され、2024(令和６)年 

８月時点では、市内 10校に貸与中。 

 

 

 

 

●ネットワーク敷設支援 

・ｅスポーツ用のネットワーク回線を敷設する費用補助を実施。 

・回線のランニングコストは、部費や学校からの活動費をもとに各学校で負担。 

・ｅスポーツ部設立希望の高校の大半がｅスポーツ活動用に使用できるネットワーク回線 

がないという課題を背景に支援策を導入。 

 

●生徒指導プログラム支援 

・スタートアップ支援として、民間企業が提供するｅスポーツプログラム等の受講費補助 

を実施。 

・専門の指導者やプロから教わることで、ｅスポーツの魅力を知り、生徒や部として目標 

を設定する際にも有意義であるという考えが背景にある。  

図表提供元：神奈川県横須賀市 

図表提供元：神奈川県横須賀市 
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●YOKOSUKA e-Sports CUP（eスポーツ大会）の開催 

・2020(令和２)年度から国内在住の高校生を対象としたｅスポーツ大会を開催。 

・運営はｅスポーツ専業の民間会社に委託し、様々な民間企業の協賛を得て、大会規模

を年々拡大。 

 

 

 

 

●YOKOSUKA e-Sports Town Club CUP（市内高校対抗戦）の開催 

・市内高校の総当たり戦を実施。 

・同時にコーチングを行い、ｅスポーツ部員のテクニックの底上げを支援。 

 

ウ eスポーツビジネスの発展事業 

●「Yokosuka e-Sports Partners」制度 

市内外の事業者や教育機関などの民間団体、影響力のあるプロｅスポーツチームとの 

連携をより強化し、ｅスポーツを通じた新しい価値の創造や革新的なアイデアを生み出す 

コミュニティの形成を目指し、「Yokosuka e-Sports Partners 制度」を導入しました。 

 

≪制度の概要≫ 

・「産・学・民・官」の異なる団体が集い、自由に交流する「きっかけ・場」を提供 

・市を中心とした取り組みだけでなく、パートナー同士の協創 

・取り組みが横須賀市の課題解決やｅスポーツの普及、文化の定着に寄与する場合は、 

横須賀市が後援や共催を行う 

・年数回の全体セッションを通じて、パートナー同士が課題や動向を共有 

≪制度のねらい≫ 

・よりスピーディーかつフレキシブルにｅスポーツを推進 

・異なる団体が自由に交流することで、革新的な発想が生まれることを期待 

・ｅスポーツ関連企業やプロチームとの協力体制をより強固なものとする 

・参画団体それぞれが持つ強みを共有することにより、新たなビジネスチャンスを発掘 

・年数回の全体セッションにより、個々の取り組みのさらなる発展・展開が可能となる  

出典：Yokosuka e-Sports Project「パートナー制度について」 

https://www.cocoyoko.net/e-sports/partner/ 

https://www.cocoyoko.net/e-sports/partner/
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●スカラーシップ制度 

市内高校生を選抜し、生徒の選手キャリア育成支援を行う、「Yokosuka e-Sports 

Scholarship」制度を 2023(令和５)年から開始しました。本制度は、前述の「Yokosuka 

e-Sports Partners」制度に基づく、官民連携で実施をしている取り組みです。 

本制度は、市内高校生（1・2年生）から５名を選抜し、生徒の選手キャリア育成支援を行

うものです。 

選抜された高校生には、希望するタイトルの指導を受けること、自宅の PC環境を整える

ことに加えて、さまざまなイベントの裏側を見学することにより、ｅスポーツ選手という将来

の目標だけでなく、ｅスポーツに関わる様々なビジネスに対する知識と、可能性を感じても

らう機会が提供されます。 

選抜された生徒が、学んだことを学校の仲間に還元することで、市内の高校生のレベル

の底上げにも寄与することが期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） ｅスポーツ事業における継続的な課題 

ｅスポーツ事業を進めていくに当たって切り離せない課題のひとつに、「ゲーム依存の防止」

が挙げられます。 

ｅスポーツ部の創設による、生徒の「ゲーム依存」発生事例はありませんが、ｅスポーツを

推進する自治体の立場から、セミナーや学校でのヒアリングを通して、ｅスポーツ関わる人々

に正しい知識を伝え、理解を深めていくことが常に求められます。前述のような懸念はあるも

のの、ｅスポーツに取り組む生徒たちは、自分達で話し合って活動時間を決めるなど、意識を

高く持って活動している実態があります。 

また、ｅスポーツ部創設に対して、生徒の保護者からも批判的な受け止め方ではなく、他校

への導入希望の意向が出るなど好意的な実態が見受けられます。 

他にも課題として、「学校教育の人材不足」が挙げられます。eスポーツ活動を希望する生

徒がいたとしても、「顧問のなり手がいない、指導者がいない」という実情があり、活動場所や

費用が確保できないという問題も含めて、課題解決に向けた支援が今後も必要とされていま

す。  

出典：神奈川県横須賀市 報道発表資料 

「Yokosuka e-Sports Scholarship 始動～eスポーツ選手志望の高校生をバックアップします～(2023(令和５)年７月 10日)」  

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/20230710esportsscholarship.html 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/20230710esportsscholarship.html
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（５） 今後の事業展望 

横須賀市では、ｅスポーツ事業を推進してきたことにより、高齢者と学生の間での新たな交

流機会が生まれるなど、年齢や世代の違いによる影響を受けない世代間交流の発生が見込

めるようになりました。 

ｅスポーツ事業を開始した 2019(令和元)年と比べて、ｅスポーツ市場は年々拡大し、「ｅスポ

ーツに携わってみたい」という人や企業が増加し、注目度が高まっている中、ｅスポーツ事業

における課題解消に取り組みながら、市内外の事業者や学校関係者などから、事業理解を

より得られるようするためには、多くの人の目に留まるよう、さらに広報活動を強化していく必

要があります。 

 

コラム 横須賀市におけるコンテンツコラボレーションについて 
 

（１） 観光立市推進アクションプラン 

横須賀市では、戦後から自動車や造船などの製造業、近年では情報通信関連産業を柱に

転換を図ってきましたが、前述の産業はグローバル化による影響に左右されやすく、製造の

自動化やＡＩなど、新たな情報通信技術の進展に伴い、直接雇用に結び付きにくい産業になり

つつありました。人口減少と目まぐるしく動く世界経済、産業構造の中で、少子高齢化も相ま

って定住人口の増加を図っていくことは困難であり、外から人を呼び寄せることのできる新た

な基幹産業となる「観光業」を成長させ、主要産業に押し上げていくことが重要と考え、横須

賀市は 2017(平成 29)年に「観光立市推進アクションプラン」

を策定し、三つの方向性を打ち出しました。 

一つ目は豊富な海産物やマリンレジャーなどを打ち出

す「海洋都市」、二つ目は誰もがワクワクするような「音楽・

スポーツ・エンターテイメント都市」、三つ目は学校・地域

住民が一体となった取り組みができる拠点づくりなど「個

性ある地域コミュニティのある都市」です。 

三つの都市像を実現させるため、「自然・日本遺産・近

代歴史」と「スポーツ・音楽・エンターテイメント」を融合させ、

相乗効果により発信力を高め、他の地域との差別化を図

り、女性、ファミリー層、外国人など新たな層の誘客に繋

げるという考え方を基幹として、様々なコラボレーションを

展開しています。 

さらに、2023(令和５)年に策定した「横須賀市観光立市推進アクションプラン 2023-2025」で

は、これまでの取り組みを踏まえながら「横須賀の魅力の創造発信の強化」という方向性を打

ち出す中で、“高校生のｅスポーツの活動支援やさまざまな年代・立場の方への普及支援”と

いう「ｅスポーツの振興」を主な施策の一つとして定めています。 

 

  
出典：神奈川県横須賀市「横須賀市観光立市推進アクションプラン」 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/kannkouakushon.html 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/kannkouakushon.html
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 （２） コラボレーション施策から得た学び 

コンテンツコラボレーションを行うことで、新たな客層に対する呼び水となるとの考えから、

主人公の出身地が横須賀市であるアニメ「たまゆら」のグルメスタンプラリーを実施しました。 

この事業が横須賀市における聖地巡礼※のきっかけとなり多くのファンが訪れることとなり

ました。 

 

 

2014(平成26)年には、スマートフォン向け位置情報ゲーム「INGRESS(イングレス)」を活用し

たキャンペーンを開催し、これがゲーム分野との最初のコラボレーションとなりました。 

その後も、位置情報ゲーム「ポケモン GO」との公式コラボレーションイベントを 2018(平成

30)年に実現させるなど、ゲームとのコラボレーションにも力を入れています。 

年間二件ほどの頻度で、アニメ・漫画・ゲーム・雑誌とのコラボレーションを実施し、

著作権を扱うイベントのノウハウの蓄積や関係者との繋がりが形作られてきました。 

横須賀市では、持続可能なコンテンツコラボレーションの理想形は、「①行政が率先して模

索・発見・企画をし、②地元事業者がそれを引き継ぎ、発展・継続させ、③ファンが波及させ、

コミュニティを醸造し、④イベントの定番化、コンテンツの聖地化をさせる。」という流れを作る

ことだと考えています。 

企画において、横須賀市との親和性・優位性をファン目線で模索し、組み立てることを大切

にした結果、横須賀市は「フットワークの軽い街」、「サブカルチャーに理解のある街」として認

知され、様々なコンテンツの版元企業から声が掛かることが増えました。 

 行政が率先して企画立案するだけでなく、「関連企業や地元事業者、市民など、多くの仲間

を集め、連携し進めていくことが成功への近道である」というこれまでに培った経験がｅスポー

ツ事業の実現へと繋がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表提供元：神奈川県横須賀市 

※ 聖地巡礼・・・熱心なファンが、アニメ・漫画などの舞台となった土地や建物を、聖地と称して訪れること。 



 

32 
 

大阪府泉佐野市「ｅスポーツ先進都市」 

 

泉佐野市は、海外観光客を含めた市外からの滞在を促す誘客手段として、ｅスポーツに取

り組んでいます。 

ｅスポーツを誘客のためのＭＩＣＥコンテンツとして取り扱うようになったのは、市域に所在す

る「関西国際空港」の利用者が、鉄道・陸路いずれかの交通手段で移動する際、泉佐野市に

滞在せずに素通りしてしまい、空港の存在を十分に活用できていないという課題を解消する

ためです。 

ｅスポーツは、言語、性別、体格といったものを超えて交流ができる多様な可能性を秘めた

手段であり、泉佐野市では、「関連人口、交流人口を増大させる施策」、「地域住民を対象に

した交流の活性化・福祉施策」という二本柱を展開すべくｅスポーツ事業を実施しています。 

2022(令和４)年、空港対岸のりんくうタウンエリアにて、宿泊施設やイベント会場といった既

存の地域資源を活用し、「ｅスポーツ先進都市」を目指す新しい取組として「ｅスポーツキャン

プ」事業をスタートさせました。 

「ｅスポーツ先進都市」としての将来像は、りんくうタウンエリアを中心にｅスポーツの先進地

として人々に認知してもらい、少しでも多くの空港利用者（渡航者）の訪問目的になる都市に

なることです。 

前述の将来像に加えて、「地域住民との交流機会の提供」や「交流からもたらされる多様性

のある場所の形成」、「地域課題を自ら解決することが出来る持続可能な地域の成立」も目指

しています。 

 

（１） ｅスポーツキャンプ 

高校生プレイヤーを対象に、「ｅスポーツキャンプ」というｅスポーツの合宿イベントを実施し

ています。本イベントは、泉佐野市が主催となって、2022(令和４)年８月にりんくうタウンにある

「オチアリーナ」で、第一回目が開催されました。 

南大阪地域でｅスポーツに力を入れている南海電気鉄道株式会社の提案を受け、官民協

働の取組として開催しています。 

MICE誘致をきっかけとした地域経済の活性化と泉佐野市の都市ブランド化を図る一環とし

て、本イベントは位置付けられています。 

ｅスポーツキャンプには、

全国から高校生 44 人が参

加し、３泊４日に及ぶ練習と

大会が行われました。最終

日に開催された決勝大会は

非常に盛り上がり、事業とし

て成功を収め、2023(令和５)

年８月には、「ｅスポーツキャ

ンプ 2023 Summer」が開催さ

れました。 

  

２ 
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また、今後の事業展開として、「ｅスポーツキャンプ」で得られた知見、参加者やその保護者

の声などを踏まえながら、「プロに繋がる道筋を作る」という考え方のもと、プロを目指す高校

生以上を対象とした、「アカデミー選手育成プログラム」の実施も予定されています(ｅスポーツ

キャンプ Plus+【仮称】)。 

 

 

 

 

（２） ｅスタジアム泉佐野 

2022(令和４)年 11 月、泉佐野市と協力企業が連携し運営する JR•南海りんくうタウン駅直

結のｅスポーツ施設として、「ｅスタジアム泉佐野」がオープンしました。この施設は、りんくうタ

ウンを中心に展開しているｅスポーツ事業の核のひとつです。 

オープン当初から、関係人口、交流人口を増やしていくという目的で「リーグ・オブ・レジェン

ド」や「クラッシュ・ロワイヤル」の大会イベント「IES シリーズ（泉佐野ｅスポーツシリーズ）」を実

施し、好評を得ています。大会後にはオフライン交流会も行い、関東方面からの来場者もおり、

当初の設立目的に沿った効果が少しずつ出てきています。 

このような関係人口、交流人口を増やしていくイベントと並行して、「ｅスタジアム泉佐野」の

利用料を団体利用も含め無料とし、誰もが利用できるようにするといった地域住民を対象にし

た交流の活性化・福祉的施策の展開も行っています。このような取り組みを実施することで、

「ｅスタジアム泉佐野」は、不登校の子供たちの学びの場となっているフリースクールによる居

場所づくり・交流促進などにも利用されています。また、学校行事による利用実績として、中

学校が「ｅスタジアム泉佐野」を活用し、球技大会のような運動大会の位置付けでｅスポーツ

大会を開催した事例もあります。 

 

 

 

 

 

 

  

出典：大阪府泉佐野市「広報いずみさの 2022(令和４)年 10 月号～ｅスポーツキャンプが開催されました～」 

https://www.city.izumisano.lg.jp/shiho/backnumber/2022/oct.html 

出典：大阪府泉佐野市「ｅスポーツの取組み」 

https://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/seicyou/omotenasi/menu/esports/10074.html 

＜ｅスタジアム泉佐野の様子＞ 

https://www.city.izumisano.lg.jp/shiho/backnumber/2022/oct.html
https://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/seicyou/omotenasi/menu/esports/10074.html
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（３） ｅスポーツ事業に取り組んでいる他自治体との連携 

ｅスポーツ事業を展開していく中で、いくつか課題も見えてきました。 

例えば、（１）「ｅスポーツキャンプ」の実施に掛かる費用は多額であり、費用対効果を高め

て、持続可能なものにしなくてはならないこと、（２）「ｅスタジアム泉佐野」の平日利用者がな

かなか増えてこないため、高齢者など平日利用の見込める年齢層が利用しやすいプログラ

ムを提供する必要があること、（３）ｅスポーツ事業に必要な技術者が都市部に集中しており、

都市部の企業や人材に頼る傾向が強くなっている現状を解消するために、地域内でｅスポー

ツ事業の企画・運営が可能な企業や人材を生み出し、地域産業として根付かせることといっ

た、これらの課題解決のために、ｅスポーツ事業に取り組む他自治体との意見交換や連携を

行っています。 

泉佐野市では、北海道旭川市や神奈川県横須賀市と情報共有をしており、互いの課題を

洗い出した上で、連携して効率的に課題解消するために話し合っています。 

地理的に離れている自治体であっても、オンラインで行えるｅスポーツの特性を活かすこと

で、問題なく連携が図れています。 

例えば、泉佐野市では、ゲーム依存症対策の

セミナーを開催したことがありましたが、連携する

都市とイベント日程を合わせることで、オンライン

配信によるセミナーの同時開催も可能となります。

また、セミナーだけでなくｅスポーツの大会を同時

開催し、各会場の勝者同士を競わせるといった、

様々な事業連携が検討されています。 

泉佐野市は、「ｅスポーツ先進都市」を目指す宣

言と併せて、ｅスポーツ事業を展開し、広く発信を

してきた経過がありますが、現在は「先進都市」で

あり続けることを優先するのではなく、多自治体と

の連携を深め、ｅスポーツを全国各地で広域的に

広げていくことに主眼を置いています。 

出典：大阪府泉佐野市「ｅスポーツの取組み」 

https://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/seicyou/omotenasi/menu/esports/10074.html 

https://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/seicyou/omotenasi/menu/esports/10074.html
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奈良県川西町「ｅスポーツを活用したフレイル予防の検証事業」 

 

奈良県川西町では、2022(令和４)年度に、奈良県が掲げた「大和平野中央田園都市構想※」

を推進するための官民連携による補助事業の一環として、「ｅスポーツを活用したフレイル予

防効果の検証事業」が実施されました。 

本事業は、特定非営利活動法人川西スポーツクラブと株式会社 PREVENT が「川西ｅスポ

ーツコンソーシアム」を結成し、実施を提案し、補助対象として採択されたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 事業背景 

川西町におけるシニア世代の運動実施率は近年減少傾向にあり、長引くコロナ禍による運

動習慣の減少やシニア世代を対象としたスポーツメニューのマンネリ化が原因と考えられて

いました。 

近年、ｅスポーツは【認知症予防への効果が期待できる】【性別・世代を超えて楽しめる】と

いった特徴から、シニア世代にとって健康増進に繋がる新しいコンテンツとして注目を集めて

います。 

ｅスポーツを健康増進のプログラムとして取り入れることは、長期的に利用できる新しいコミ

ュニケーションツールの構築に繋がると、川西町では着目しており、フレイル予防など身体的

な面だけでなく、新しい生きがい(モチベーション)づくりといった精神的健康維持の面からも、

地域住民の生活の質の向上に貢献できる事業に成長することが見込まれています。 

国内における社会保障費の増大が問題となっている中、介護予防事業にｅスポーツを活用

することで、時間や場所に拘束されない介護予防に向けた取り組みが可能となり、オンライン

上での交流も社会との新しい接点を生み出すことが期待できます。 

また、フレイル予防効果を明らかにすることによって、各自治体での介護予防／転倒予防

効果ならびにその費用対効果の算出が可能となり、事業導入に向けた検討資料を提示する

ことが可能となります。 

実証後には、川西町を含めた磯城郡３町での介護予防事業としての展開の検討や、ｅスポ

ーツと評価パッケージも含めた介護予防事業のコンテンツ「かわにしｅスポーツフレイル予防

モデル」として全国展開の可能性も議論されました。 

  

３ 

※「大和平野中央田園都市構想」 

交通アクセスが良く、人が集まりやすい、高いポテンシャルを有する奈良県大和平野中央部に位置する磯城郡

３町（川西町、三宅町及び田原本町）を舞台に、若者や女性の働く場の創出、県民の健康増進、暮らしやすさの向

上を目指す取り組み。近い将来、奈良県を見違えるように良くしていく戦略の大きな柱の一つと位置付けられ、令

和３年より、磯城郡３町と協働して進められている。 

出典：奈良県「大和平野中央田園都市構想について」 

https://www.pref.nara.jp/61336.htm 

https://www.pref.nara.jp/61336.htm
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（２） 実証実験等の内容 

本実証実験では、Nintendo Switch（太鼓の達人や Switch スポーツ）を活用したｅスポーツ

教室を開催し、その初回と最終回の測定日に身体機能・認知機能・心理的指標を測定し、身

体活動量等をアンケート調査することで、これまでに他自

治体で実施したｅスポーツを取り入れた介護予防施策の

事例では十分に検証できなかった、ｅスポーツの「フレイ

ル予防効果」や「実行可能性」を検証し、今までにない新

しい介護予防事業モデルの構築を目指しています。 

 

 

 

○2022(令和４)年 10月１日から参加者募集を開始。 

 

○同月 30日体験会を実施し 13名が参加。 

 

○日本アクティビティ協会から健康ゲーム指導士を講師として招き、ｅスポーツ教室の中心 

となるスタッフを育成。 

 

○14名（平均年齢 72歳）の参加者が集まり、同年 11月 24日から実証実験を開始。 

 

○以後、毎週木曜日午前中(年末年始を除く)にｅスポーツ教室を川西町中央体育館会議室

にて計 12回開催。 

 

○初回（2022(令和４)年 11 月 24 日）及び最終回（2023(令和５)年２月 16 日）の測定日には、

以下を測定。 

・身体機能（歩行やバランス機能、筋力など） 

・認知機能（遂行、注意、記憶機能） 

・精神心理機能（質問紙評価） 
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（３） 効果検証 

2022(令和４)年 11 月から翌年２月までの３か月間、週一回のｅスポーツの取り組みが身体

機能、認知機能、身体活動量、精神心理的指標にどのような影響を与えるかを検証しました。 

身体機能は、握力、転倒リスクの高さを反映する Time up＆go テスト(以下、TUG テスト)、

バランス、４m 歩行、及び椅子からの立ち上がり速度からなる Short Physical Performance 

Battery Score(以下、SPPB)、認知機能は The Montreal Cognitive Assessment(以下、MOCA-

J)を使用して行いました。 

参加者 14名(男性：３名、女性：９名、欠席：２名)の評価では、TUGテストが平均 6.1秒から

5.8 秒へ、椅子立ち上がりテストは平均 8.2 秒から 5.5 秒へと有意な改善を認めました。SPPB

を地域高齢者用に補正したスコアも平均 7.4 から 9.5 へと改善しました。また、開始時点では

軽度認知機能の疑いの指標であるMOCA-Jの点数が、25点以下の方が６名でしたが、終了

時には１名に減少するなど有意な改善が認められました。 

今回の実証から、ｅスポーツによる３か月間の取り組みは身体機能のみならず、認知機能

を改善することが示唆されました。 

参加者の感想として、「楽しい時間を過ごせて、笑うことが多かった。」、「終わった後、爽快

感があって気分が軽やかでした。」、「良い結果でも悪い結果でも笑えて心身ともに良いと思

いました。」といった声もありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜検証結果チラシ＞ 

資料提供元：奈良県川西町 



 

38 
 

（４） その後の展開 

2023(令和５)年度も引き続き、「大和平野中央田園都市構想」を推進する事業として、特定

非営利活動法人川西スポーツクラブが教室の運営を担っています。 

2022(令和４)年度では、参加者を川西町中央体育館に集めて開催したため、アクティブシ

ニア層が中心でしたが、2023(令和５)年度は、地元の公民館等でｅスポーツ教室を実施し、よ

り身近にテレビゲーム初体験の方にもｅスポーツを楽しんでもらえるよう開催手法を工夫して

います。 

川西町の老人クラブ 11 団体で体験会を開催し、90 代も含めた、延べ 170 名を超える参加

がありました。 

また、川西町だけでなく、「大和平野中央田園都市構想」の対象地である三宅町、田原本

町においても、同様のｅスポーツ教室を開催し、健康測定の検証を実施しています。 

2024(令和６)年２月 25 日には、ｅスポーツ教室に参加した３町（川西町、三宅町、田原本町）

の住民をオンラインでつなぎ、「Switch スポーツ」を使って対戦し、交流を図っています 

 

（５） まとめ 

川西町では、将来的に、各老人クラブで自主的にｅスポーツに取り組んでもらいたいと考え

ています。これまでに実施したｅスポーツ教室は好評をいただいており、2024(令和６)年度以

降も続けたいという声が多くありました。 

2024(令和６)年度は、希望する老人クラブでｅスポーツ教室を開催するだけでなく、参加者

が自主的にｅスポーツを実施できるよう会場設営(椅子・机等の設置、機器の設置)、接続設

定（機器の動作確認、バージョンアップの対応）等の事前準備やゲーム進行ができるよう説明

を行い、自主的な実施につなげる取り組みも進めています。 

また、こうした自主的な「ｅスポーツ教室」の実施を支援するため、クラウドファンディング型

ふるさと納税を行っています。 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良県川西町「ｅスポーツを活用したフレイル予防の効果検証事業を開始します」 

https://www.town.nara-kawanishi.lg.jp/0000007222.html 

出典：奈良県「大和平野中央田園都市構想～Well-beingな まちづくり～ P111-112」 

https://www.pref.nara.jp/secure/290835/5_theme14-16.pdf 

出典：特定非営利活動法人(NPO法人) 川西スポーツクラブ 

「お知らせ～2023/04/26 ｅスポーツを活用したフレイル予防事業において事業評価を実施～」 

https://kawaspo.org/news/ 

出典：株式会社ボーダレス・ジャパン 

「ふるさと納税ご協力のお願い 要介護・認知症の予防にも！テレビゲームを活用した高齢者の健康づくり」 

https://furusato-forgood.jp/projects/000045 

＜ふるさと納税Ｗｅｂページ＞ 

https://www.town.nara-kawanishi.lg.jp/0000007222.html
https://www.pref.nara.jp/secure/290835/5_theme14-16.pdf
https://kawaspo.org/news/
https://furusato-forgood.jp/projects/000045


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【参考・出典】 

・一般社団法人日本 eスポーツ連合オフィシャルサイト 
https://jesu.or.jp/ 

 経済産業省との取り組みについて 

 https://jesu.or.jp/discussion/ 

 「日本のｅスポーツの発展に向けて～更なる市場成長、社会的意義の観点から～」報告書 

 https://jesu.or.jp/wp-content/uploads/2020/03/document_01.pdf 

 「日本のｅスポーツの発展に向けて～更なる市場成長、社会的意義の観点から～」報告書概要 

 https://jesu.or.jp/wp-content/uploads/2020/03/document_05.pdf 

 「2022 年の国内ｅスポーツ市場規模が 100 億円を突破『日本ｅスポーツ白書 2023』の内容を先行公開」 

 https://jesu.or.jp/contents/news/news-231225/ 

・公益財団法人日本オリンピック委員会「オリンピック・アジェンダ 2020+5」 

https://www.joc.or.jp/olympism/principles/agenda2020/ 

・経済産業省「2021(令和３)年度コンテンツ海外展開促進事業（Ｚ世代におけるｅスポーツ及びゲーム空間に 

おける広告価値の検証事業）」に関する報告書 

 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/contents/downloadfiles/report/esportskoukokukatireport2022.pdf  

・国立国会図書館インターネット資料収集保存事業 

経済産業省「『ｅスポーツを活性化させるための方策に関する検討会』を開催します(2019(令和元)年８月 30 日)」 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11346359/www.meti.go.jp/press/2019/08/20190830001/20190830001.html  

総務省「e スポーツ産業に関する調査研究」報告書 2018(平成 30)年３月総務省情報流通行政局情報流通振興課 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11349978/www.soumu.go.jp/main_content/000551535.pdf 

・首相官邸「これまでの成長戦略について」 

未来投資戦略 2018─ 「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革─ 

 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html#tousi2018 

・内閣府 知的財産推進計画 2023 

 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku_kouteihyo2023.pdf 

・スポーツ庁 第２期スポーツ基本計画 

 https://www.mext.go.jp/sports/content/1383656_002.pdf 

・「オンラインゲーム・ｅスポーツ議員連盟」 

 https://www.onlinegame-esports-giren.jp/ 

・横浜市「2024(令和６)年度にぎわいスポーツ文化局 運営方針・事業概要」 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/org/bunko/unei/r06unei.html 

・横浜市「「日本ｅスポーツアワード」横浜誘致・開催が決定しました」 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2024/20240807award.html 

・「日本 e スポーツアワード」 

 https://esportsawards.jp/ 

・横浜市青葉区「高齢者の社会参加促進に向けた eスポーツの活用」 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/aoba/kenko-iryo-fukushi/fukushi_kaigo/koreisha_kaigo/kaigo-yobou/esports.html  

・横浜市保土ケ谷区「【開催終了】ｅスポ GOMI in HODOGAYA（2024(令和６)年２月 12 日）」 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/hodogaya/kurashi/kenko_iryo/kenkozukuri/exercise/t20231122154526704.html  

・ポケモン WCS2023 横浜オフィシャル総合サイト 

 https://www.pokemon.co.jp/ex/wcs/2023/ja/ 

・横浜ｅスポーツ大会 戦参～SENZAN～ 

 https://senzan.jp/ 

・ｅスポーツ高等学院「横浜市にぎわいスポーツ文化局 共催 親子でｅスポーツ体験会 開催」 

 https://esports-hs.com/report/report1910/ 

・神奈川県横須賀市「Yokosuka e-Sports Project」 

 https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/sports/erectronic/001.html 

・横須賀市観光情報「Yokosuka e-Sports Project オンラインセミナー開催！～ｅスポーツ×教育・ビジネス～」 

 https://www.cocoyoko.net/event/2021e-sports.html 

・NTT東日本「ＮＴＴ東日本グループが次世代型・ICT 施設「スカピア」を横須賀にオープンします 

～オープニングセレモニーを本日開催！ 4 月 1 日から運用開始！～」 

 https://www.ntt-east.co.jp/kanagawa/information/detail/20220331_001.html 

・Yokosuka e-Sports Project「パートナー制度について」 

 https://www.cocoyoko.net/e-sports/partner/ 

https://jesu.or.jp/
https://jesu.or.jp/discussion/
https://jesu.or.jp/wp-content/uploads/2020/03/document_01.pdf
https://jesu.or.jp/wp-content/uploads/2020/03/document_05.pdf
https://jesu.or.jp/contents/news/news-231225/
https://www.joc.or.jp/olympism/principles/agenda2020/
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11346359/www.meti.go.jp/press/2019/08/20190830001/20190830001.html
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11349978/www.soumu.go.jp/main_content/000551535.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html#tousi2018
https://www.mext.go.jp/sports/content/1383656_002.pdf
https://www.onlinegame-esports-giren.jp/
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/org/bunko/unei/r06unei.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2024/20240807award.html
https://esportsawards.jp/
https://www.city.yokohama.lg.jp/aoba/kenko-iryo-fukushi/fukushi_kaigo/koreisha_kaigo/kaigo-yobou/esports.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/hodogaya/kurashi/kenko_iryo/kenkozukuri/exercise/t20231122154526704.html
https://www.pokemon.co.jp/ex/wcs/2023/ja/
https://senzan.jp/
https://esports-hs.com/report/report1910/
https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/sports/erectronic/001.html
https://www.cocoyoko.net/event/2021e-sports.html
https://www.ntt-east.co.jp/kanagawa/information/detail/20220331_001.html
https://www.cocoyoko.net/e-sports/partner/


 【参考・出典】 

・神奈川県横須賀市 報道発表資料「Yokosuka e-Sports Scholarship 始動 

～e スポーツ選手志望の高校生をバックアップします～(2023(令和５)年７月 10 日)」 

 https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/20230710esportsscholarship.html 

・神奈川県横須賀市「横須賀市観光立市推進アクションプラン」 

 https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/kannkouakushon.html 

・大阪府泉佐野市「ｅスポーツの取組み」 

 https://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/seicyou/omotenasi/menu/esports/10074.html 

・大阪府泉佐野市「広報いずみさの 2022(令和４)年 10 月号～ｅスポーツキャンプが開催されました～」 

 https://www.city.izumisano.lg.jp/shiho/backnumber/2022/oct.html 

・奈良県「大和平野中央田園都市構想について」 

 https://www.pref.nara.jp/61336.htm 

・奈良県川西町「ｅスポーツを活用したフレイル予防の効果検証事業を開始します」 

 https://www.town.nara-kawanishi.lg.jp/0000007222.html 

・奈良県「大和平野中央田園都市構想～Well-beingな まちづくり～」 

 https://www.pref.nara.jp/secure/290835/5_theme14-16.pdf 

・特定非営利活動法人(NPO 法人) 川西スポーツクラブ 

「お知らせ～2023/04/26 ｅスポーツを活用したフレイル予防事業において事業評価を実施～」 

 https://kawaspo.org/news/ 

・株式会社ボーダレス・ジャパン 

「ふるさと納税ご協力のお願い 要介護・認知症の予防にも！テレビゲームを活用した高齢者の健康づくり」 

 https://furusato-forgood.jp/projects/000045 

・但木一真「１億 3000 万人のためのｅスポーツ入門」NTT 出版株式会社（2019） 

 

・黒川文雄「ｅスポーツのすべてがわかる本」株式会社日本実業出版社（2019） 

 

・(編著者)川又啓子(著者)菊地映輝、權純鎬、北條大和「ｅスポーツ社会論」株式会社同友館（2023） 
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